
【キャリア形成促進プログラム認定後の公表様式】

昼夜の別

昼間及び夜間

身に付けること
のできる能力

企業等連携
授業時数

又は単位数
※４

プログラム
修了要件

実践的デザイン応用コース履修証明プログラム 文化・教養

正規課程/履修証明プログラム 分野

設置者名 設立認可年月日 代表者名

プログラムの名称

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定プログラムにおいては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した内容を公表する
ことが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください。

２.「直近の修了者数」、「修了者のうち就職者数」、「修了者のうち就業者数」（※２）
「直近の修了者数」、「修了者のうち就職者数」、「修了者のうち就業者数」の欄には、正規課程については公表年月日年度の前年度の実績人数を、履修証明プログラムについては公表年月日の時
点において最後に修了者を出した直近の開講時期における実績人数を記入してください。　各実績人数は、学校が把握している範囲での数字を記入してください。
「修了者のうち就職者数」の欄には、推薦プログラム修了後に推薦プログラムの対象とする職業に就職した受講者数を記入してください。
「修了者のうち継続在職者数」の欄には、推薦プログラム受講時に在職していた企業等に推薦プログラム修了時点において引き続き在職した受講者数を記入してください。

３.　認定年月日（※３）
キャリア形成促進プログラムとしての認定年月日を記入してください。初回認定の場合は空欄としてください。

４．授業時数又は単位数の表記（※４）
推薦プログラムが正規課程で時間制の場合は単位時間数、正規課程で単位制の場合は単位数、履修証明プログラムの場合は時間数を記入してください。

当該プログラム
ホームページ

ＵＲＬ
https://recurrent.n-bisen.ac.jp/

認定年月日※３

64%

成績評価の
基準・方法

「観点別評価」を採用し、「評価方法」として「受講態度（出席や実習での取組み
姿勢）」、「制作物（課題提出の可否やアウトプットの精度）」などから、それぞれ
「評価の観点」（「知識・創意・観点」「技能・成果」「意欲・自主性・姿勢」「目的意
識・共感性」の4項目）の総合計で点数を算出。
さらにこれを四段階評価（優：100点〜80点、良：79点〜70点、可：69点〜60点、
不可：59点〜）としている。

原則として、すべての対面授業と、双方向によるオンライン学習に出席し、映像
教材等による学習を履修し、課題等を提出して合格した受講生に修了を認め
る。

総授業時数
又は単位数

※４

94時間
要件該当授業時
数又は単位数

※４

60時間

カリキュラム内容

（電話）

グラフィックデザインの実践的基礎コースとして、グラフィックを中心としたデザイナーおよび広報担当業務を担う企業内デザイン部署等の人材育成を目指し、授業を通しデザイ
ナー等に必要な４つの能力身につける。
①DTPスキル、②デザイナーとしての分析力、③デザイナーとしての技術力、④ひとつのデザインワークを仕上げる総合力
実務を念頭とした、こうした能力を養うため、配当授業は、「正しいDTPスキル」を基点として、他の能力へと波及していく授業「グラフィック・オペレーション」と、現場においてデザイ
ナーとしての総合力を概観しながら、他の能力も同時に掴んでいく授業「デザイン・シンキング」の2種からなる。

［配当授業］

「グラフィック・オペレーション」36時間
「① DTPスキル」、具体的にはDTPソフト「Adobe Illustrator」と「Adobe Photoshop」の正しい操作方法の習得を念頭に、制作課題にSPツール等の実践性を持たせることで、単純な
スキルだけではなく、「③デザイナーとしての技術力」ひいては「④ひとつのデザインワークを仕上げる総合力」の底上げをねらう。
実施方法：［双方向のオンライン授業］　［eラーニング教材等を用いた学習］等
成績評価：観点別評価（「制作物」・「その他提出物」と「受講態度」から「知識・創意・観点」「技能・成果」「意欲・自主性・姿勢」「目的意識・共感性」の4観点を点数評価し、さらに四
段階評価へ読みかえ）

「デザイン・シンキング」28時間
実際の企業臨地において「④ひとつのデザインワークを仕上げる総合力」を体得を目指す。現場での事前レクチャーにより「②デザイナーとしての分析力」の基礎を培い、さらに実
務家講師の指導による制作課題をとおして、「③デザイナーとしての技術力」を含めた能力を確実なものにしていく。
実施方法：［対面授業］　［eラーニング教材等を用いた学習］等
成績評価：観点別評価（「制作物」と「受講態度」から「知識・創意・観点」「技能・成果」「意欲・自主性・姿勢」「目的意識・共感性」の4観点を点数評価し、さらに四段階評価へ読み
かえ）

開講時期 11月～2月

直近の修了者数※２ 修了者のうち就職者数※２ 修了者のうち就業者数※２

0人 0人 0人

プログラムの
目的

現役デザイナーを講師に、社会人でも学びやすいオンライン講座と、デザイン制作会社での実習体験により、グラフィックデザインの知識や技術を実践的に修得する。

対象とする職業の
種類

令和4年11月1日 6人

026-227-3229

開設年月日

58単位時間
要件該当授業時数

/総授業時数
※４

生徒定員 修業年限・修業期間

026-227-3229

（別紙様式４）

キャリア形成促進プログラムの基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

令和7年12月16日※１
（前回公表年月日：令和6年12月24日）

社会人が受講
しやすい工夫

■社会人が受講しやすい工夫の内容
夜間の開講、オンライン併用、オンデマンド教材の使用

■修了時に付与される資格等：　有
※有の場合、資格等の詳細を記入
履修証明書付与

長野美術専門学校 昭和51年4月1日 小林勝彦
〒380-0935
長野県長野市中御所1丁目10-10

（電話）
所在地

学校法人クリエイティブA 平成7年10月31日 小林勝彦
〒380-0935
長野県長野市中御所1丁目10-10

デザイナー、広報担当業務（WEB・SNS更新業務等／プレゼン資料作成／チラ
シ・フライヤー制作／店頭看板・ポップ制作／社内報制作等）

■身に付けられる知識、技術及び技能
Illustrator及びPhotoshopでの基本操作の習得
（「Illustrator®クリエイター能力認定試験」及び「Photoshop®クリエイター能力認
定試験」に対応）

■得られる能力
①DTPスキル：Illustrator及びPhotoshopでの基本操作の習得（「Illustrator®クリ
エイター能力認定試験」及び「Photoshop®クリエイター能力認定試験」に対応）
をとおして、デザイナーに必要なパソコンスキル
②デザイナーとしての分析力：日常の中にあるデザインが、どのような機能を
持って、どのように設計されたのか分析する能力
③デザイナーとしての技術力：デザインにおけるメディアなどの違いを、機能の
側面から判断し、適切にビジュアライズする能力
④ひとつのデザインワークを仕上げる総合力：デザイン制作会社での実習経験
をとおして実務の流れを掴み、制作物を完成まで導く能力

4ヶ月



種別

－

①

③

③

③

③

－

－

－

第１回　令和6年11月29日　15：00～17：00

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

〔委員会の主な意見〕
学生の主体性をさらに育む仕組みの充実、AIを活用した学びの導入、社会人や多様な学習者に対応できる柔軟な教育体制の整備が必要である
との意見があった。
〔活用状況〕
学生の主体性を高めるため「ディプロマサポート」を導入し、学びの質を向上。基礎デザイン教育の充実や生成AIの活用、今後は新たな通信制
学科の設置予定などにより、多様な学びの機会を拡大していく。

第２回　令和7年2月28日　16：00～17：30

１．「対象とする職業に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の
教育課程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基
本方針

校長の下に設置される基幹委員会のひとつとして位置付けられ、専攻分野に関する企業、関係施設、関係団体等との連
携による、専門分野の動向や必要となる知識・技術・技能について、本委員会にて把握・分析し、授業科目の設置や授
業方法の改善策を策定することで、本校の専門課程における実践的な職業教育の教育課程の編成に反映させる。
第１回委員会では、教務より出された教育課程の課題やその対応案についての検討を行ない、その審議内容をもとに教
務において各教科ごとの検討を行ない、改善案を立案する。第２回委員会では、その改善策について協議を行い実施案
を決定していく。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿
令和7年12月1日現在

名　前 所　　　属 任期

本藤　佳代子 長野美術専門学校
令和7年4月1日～
令和9年３月31日（2年）

教育課程の編成にあたっては、地域を中心としたこれからの産業界に求められる実践的な専門能力を育成していくため
に、専門分野の人材の輩出先の関連業界からの人材育成の要請や、意見及び授業協力などによる連携した教育活動
の実施計画をふまえ、教育内容を研究し、適切に開設された授業科目を配列する。
また開設、編成された授業及び課程の改善を図るため、授業科目についての評価及び教育の成果の検証等について、
連携企業等の協力により、恒常的に行うものとする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

安達　浩平

宮本　圭

丸山  照史

樋口　大輔

寺島　克己

株式会社ロジェインターナショナル

株式会社シーンデザイン建築設計事務所

株式会社エイブルデザイン

株式会社協栄テクノス

長野美術専門学校

令和7年4月1日～
令和9年３月31日（2年）

相澤　徳行 長野美術専門学校
令和7年4月1日～
令和9年３月31日（2年）

小林勝彦 長野美術専門学校
令和7年4月1日～
令和9年３月31日（2年）

辻　圭介 長野県デザイン振興協会
令和7年4月1日～
令和9年３月31日（2年）

令和7年4月1日～
令和9年３月31日（2年）

令和7年4月1日～
令和9年３月31日（2年）

令和7年4月1日～
令和9年３月31日（2年）

令和7年4月1日～
令和9年３月31日（2年）

※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の➀～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載ください。）
➀推薦プログラムが対象とする職業の属する業界全体の動向に関する知見を有する業界団体等の役職員
②推薦プログラムが対象とする職業に関連する学会や学術機関等の有識者
③推薦プログラムが対象とする職業に係る実務に関する知識、技術及び技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期
年2回（12月、2月）

（開催日時（実績））



（１）推薦プログラムの教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規定に定められていることを明記。

インターンシップ
デザイン制作会社での実習

（受注から納品までのワークフロー体験等）
クリエイティブファクト株式会社

デザイン・シンキング
デザイン制作会社での実習

（名刺制作、プロポーザル制作等）
クリエイティブファクト株式会社

３．「企業等と連携して、教員に対し、対象とする職業に係る実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

長野美術専門学校教職員研修規則に定める教員研修は、専攻分野の専門性の学びについて、学生の就職先などの進
路への通用性や分野動向への対応性、及び職業人として求められる人間力を教員自身が調べ学び、企業等の人材需
要に応えていくために企業等との連携により実践性を踏まえて行なう。
また職業人育成のための教育的知識・指導力を高める目的で、本校の教育活動に適した教育理論や技術の研修を行な
う。
研修の受講については、校長の責務として、研修の実施により教職員の研修を受ける機会を与えなければならないこ
と、一体として研修の成果が上がるように努めなければならないことが、当該規則により定められている。また、勤務を通
じた研修と勤務を離れての研修の２種類を規定している。

２．「対象とする職業に関する企業等と連携して行う授業等その他の実践的な方法よる授業等が、別の定めるところによ
り、総授業時数の一定割合以上を占めていること。」関係

（３）実践的な方法による授業のうち、企業等と連携して行う授業の具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目につ

科　目　名

本校における企業等との連携による実習・演習は、専攻分野に関する専門性（以下、専門性）がいかに職業に活かさ
れ、実社会と関連しているかを学び、これからの社会に有用な専門的知識、技術・技能を実践的に育成するものである。
連携する企業等は専門性の発動をもって実際に社会と関わる職業体とし、専門的な職業人の育成に社会的利益を見出
すことを重んじる職業体とする。

（２）企業等と連携して行う授業における連携内容
※授業内容は方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

科　目　概　要 連　携　企　業　等

（１）企業等と連携して行う授業における連携の基本方針

実践的な課題に取り組む学習（ＰＢＬ）を通じて、様々な業種でのクリエイティブワークに必要な共通普遍の能力を身に付
けることを主な内容とする。

連携内容には以下の点を含む。
・実務者である講師による実践的な演習課題の提供
・実務を想定した実習環境の提供
・学修成果の評価（評価シートによる制作物を通した学修成果の評価）



）

対象：

）

対象：

）

対象：

）

対象：期間 令和7年11月20日（木） 常勤教職員　非常勤教員

内容：
専門学校におけるリカレント教育・リスキリング教育の推進を学び、専門学校教育が果たす役割と今後の
方向性について理解を深め、高校卒業後の進路先である専門学校での指導に活かす。
（長野県専修学校各種学校連合会主催講演会の録画映像視聴）

（３）研修等の計画
①推薦プログラムが対象とする職業に係る実務に関する研修等

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「
AI　AGNETを使いこなし戦う時代へ～AIで接
続可能な未来の社会を創る～

」　　　　（連携企業等：
JAPAN　AI株式会社アライアンスグ
ループ

期間 令和7年11月14日（金） 常勤教職員

内容：
生成AI活用の最新動向を踏まえ、AIエージェントによる業務効率化やマーケティング高度化の具体事例と
実践的活用法や動向を学び、学生への指導に活かす。

研修名「
専門学校におけるリカレント教育・リスキリン
グ教育の推進に向けて

」　　　　（連携企業等：
植上一希［福岡大学人文学部教
育・臨床心理学科　教授］

研修名「
学生指導最適化のためのバックオフィスの
在り方

」　　　　（連携企業等：
富士フィルムビジネスイノベーション
ジャパン株式会社

期間 令和7年1月30日（木） 非常勤教員

内容：

学生指導をする上で、教職員側が円滑に指導できる環境作りも必要である。それには、どのようなバッグオ
リス（職員室環境）が重要となってくるのか、県内でいち早く働き方改革に取り組んできた富士フィルムイノ
ベーションジャパン株式会社長野支社様の新社屋環境及び体制を体感し、施設環境の改善に伴い教職員
の指導力を効率よく発揮させるしくみを構築する参考としたい。

①推薦プログラムが対象とする職業に係る実務に関する研修等

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「
画像生成AI Adobe Firefiy で変わるデザイン
の世界

」　　　　（連携企業等：
富士フィルムビジネスイノベーション
ジャパン株式会社

期間 令和6年11月27日（水） 常勤教職員

内容：
急速に進化するAI技術の中でも、特に画像生成AI「Adobe Firefiy」がデザイン業界に革命をもたらしてい
る。本校の学びとも深く関わる内容であるので、「Adobe Firefiy」の最新機能やAIにおける動向を学び、学
生への指導に活かす

（２）研修等の実績



（２）学校運営

・目的等に沿った運営方針が策定されているか
・事業計画に沿った運営方針が策定されているか
・運営組織や意志決定機能は、規則等において明確化され、有効に機
能しているか
・人事、給与に関する制度は整備されているか
・教務・財務等の組織整備など意志決定システムは整備されているか
・業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されているか
・教育活動に関する情報公開が適切になされているか
・情報システム化等による業務の効率化が図られているか

（３）教育活動

・教育理念に沿った教育課程の編成・実施方針が策定されているか
・教育理念・育成人材像・業界のニーズを踏まえた教育機関としての修
業年限に対応した教育到達レベル、学習時間の確保は明確にされてい
るか
・学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか
・キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育
方法の工夫・開発などが実施されているか
・関連分野の企業・関係施設等、業界団体等との連携により、カリキュ
ラムの作成・見直し等が行われているか
・関連分野における実践的な職業教育（産学連携によるインターンシッ
プ、実技・実習等）が体系的に位置づけられているか
・授業評価の実施・評価体制はあるか
・職業に関する外部関係者からの評価を取り入れているか
・成績評価・単位認定の基準は明確になっているか
・資格取得の指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置付けはあ
るか
・人材育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を（本
務・兼務を含め）確保しているか
・関連分野における業界等との連携において優れた教員（本務・兼務を
含め）の提供先を確保するなどマネジメントが行われているか
・関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための研修や教
員の指導力育成など資質向上のための取組が行われているか
・職員の能力開発のための研修等が行われているか。

（４）学修成果

・就職率の向上が図られているか
・資格取得率の向上が図られているか
・退学率の低減が図られているか
・卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか
・卒業後のキャリア形成への効果を把握し、学校の教育改善に活用し
ているか

本校と連携授業等で関係している企業や学識経験者、本校学生保護者、卒業生から選ばれた委員による学校関係者評
価委員会を設置し、本校の自己点検、評価の結果が適切かどうか、またその結果を踏まえた今後の改善方策が適切か
どうか等の評価を行い、今後の学校運営改善の為の参考とする。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標

・理念・目的・育成人材像は定められているか（専門分野の特性が明確
になっているか）
・特色ある職業教育を行っているか
・適切な学校の将来構想を抱いているか
・理念・目的・育成人材像・特色・将来構想などが教員・学生・保護者等
に周知されているか
・各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応する職業のニーズ
に向けて方向づけられているか

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条の規定による評価を行い、その結果を公表してい
ること。」「評価を行うに当たり、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針



種別
業界団体等
委員

企業等委員

企業等委員

卒業生

保護者

ＵＲＬ： https://www.n-bisen.ac.jp/
公表時期： 令和7年12月

奥山 哲 カシヨ株式会社
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

松本 政憲
富士フイルムビジネスイノベーションジャパン

株式会社

令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

　　　令和７年１２月１日現在

名　前 所　　　属 任期

松井　秀夫 NPO法人夢のデザイン塾
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

（１１）国際交流

内山　好子 在校生保護者
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
評価結果は「学校関係者評価報告書」としてまとめ、その内容について広く公表周知していくとともに、以後、学校運営のために計画的に活用し
ている。
委員より評価の高かったオンラインでの配信授業の実施や企業等との連携活動については、本科での取り組みに加え、履修証明プログラムに
おいても取り入れていく方針である。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

（８）財務

・中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか
・予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか
・財務について会計監査が適正に行われているか
・財務情報公開の体制整備はできているか

（９）法令等の遵守
・法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
・個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか
・自己評価の実施と問題点の改善につとめているか

（１０）社会貢献・地域貢献

・学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行っている
か
・生徒のボランティア活動を奨励、支援しているか
・地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練等を含む）の受託等
を積極的に実施しているか

（５）学生支援

・進路・就職に関する支援体制は整備されているか
・学生相談に関する体制は整備されているか
・学生の経済的側面に対する支援体制は整備されているか
・学生の健康管理を担う組織体制はあるか
・課外活動に対する支援体制は整備されているか
・学生の生活環境への支援は行われているか
・保護者と適切に連携しているか
・卒業生への支援体制はあるか
・社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか
・高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取り
組みが行われているか

（６）教育環境

・施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されている
か
・学内外の実習施設、インターンシップ、校外研修等について十分な教
育体制を整備しているか
・防災に対する体制は整備されているか

（７）学生の受入れ募集
・学生募集活動は、適正に行われているか
・学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか

六川　智博 卒業生
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）



https://recurrent.n-bisen.ac.jp/

（１０）国際連携の状況
（１１）その他 学校主催プロジェクト、付帯事業

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（７）学生納付金・修学支援 学納金、減免制度、奨学金制度
（８）学校の財務 決算書
（９）学校評価 自己評価、学校関係者評価

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）

（４）キャリア教育・実践的職業教育 キャリア教育、インターンシップ、社学連携活動、卒業生
（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事、課外活動、施設
（６）学生の生活支援 学校生活

（１）学校の概要、目標及び計画
理念、教育目標、沿革

（２）各学科等の教育 教育課程、主な授業、入学情報
（３）教職員 担当授業科目、客員講師

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状
況に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

情報公開に関わる法令に基づき情報提供を積極的に行い、社会への説明責任を果たすとともに、学校情報の周知に努
める。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目
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企
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携
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実
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業

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

○
グラフィック・オペレー

ション
「Illustrator」「Photoshop」の基本操作を

身に付ける。
○ △ ○

○ デザイン・シンキング
デザインの実践課題に取り組む。また、デザ
イン会社での実習によりデザインの現場から

実践に近いデザインを学ぶ。
△ ○ ○ △

令和
7年
12月
16日

○ インターンシップ

デザイン制作現場で即戦力となるための実習
に取り組む。一連のワークフローについて、
実習先の社員に同行しながら受注から納品ま

でのワークフローを体験する。

○ ○

６　合計授業時数/単位数については、受講者が受講可能な全ての科目（必修・選択必修・自由選択を問わない）の合計単位時
間数等を記入すること。

（留意事項）
１　申請するプログラムで受講可能な全ての科目について記入すること。

２　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合については、主たる
方法について「○」を付し、その他の方法について「△」を付すこと。

３　一の授業科目について、企業連携、グループワーク、実務家授業、インターンシップのうち二以上の方法の併用により行
う場合については、主たる方法について「○」を付し、その他の方法について「△」を付すこと。

４　実践的授業方法の種別については、実施要項の３（６）の➀～④の要件に該当する授業科目について○又は△を付すこ
と。
５　授業時数/単位数については、推薦プログラムが正規課程で時間制の場合は単位時間数、正規課程で単位制の場合は単位
数、履修証明プログラムの場合は時間数を記入してください。

７　要件該当授業時数/単位数については、企業連携、グループワーク、実務家授業、インターンシップのいずれかに該当する
科目の合計単位時間数等を記入すること。

94時間 94時間

36時間

28時間

30時間

合計授業時数/単位数 要件該当授業時数/単位数

授業科目等の概要

分類

授業科目名 授業科目概要
授業時
数/単位

数

授業方法 実践的授業方法の種


